
令和３年６月１１日

内閣府防災担当

災害対策基本法等の一部改正について



国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護し、もって、社会の秩序の維持と公共の福祉の確保に資することを目的とする

１．防災に関する理念・責務

○災害対策の基本理念 －「減災」の考え方等、災害対策の基本理念

○国、都道府県、市町村、指定公共機関等の責務 －防災に関する計画の作成・実施、相互協力等

○住民等の責務 －自らの災害への備え、生活必需品の備蓄、自発的な防災活動への参加等

２．防災に関する組織－総合的防災行政の整備・推進

○国：中央防災会議、特定・非常・緊急災害対策本部

○都道府県・市町村：地方防災会議、災害対策本部

３．防災計画－計画的防災対策の整備・推進

○中央防災会議：防災基本計画

○指定行政機関・指定公共機関：防災業務計画

○都道府県・市町村：地域防災計画 ○市町村の居住者等：地区防災計画

４．災害対策の推進

○災害予防、災害応急対策、災害復旧という段階ごとに、各実施責任主体の果たすべき役割や権限を規定

○市町村長による一義的な災害応急対策（避難指示等）の実施、大規模災害時における都道府県・指定行政機関による応急措置の代行

５．被災者保護対策

○避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の事前作成 ○広域避難、物資輸送の枠組み

○災害時における、避難所、避難施設に係る基準 ○罹災証明書、被災者台帳の作成を通した被災者支援策

６．財政金融措置

○法の実施に係る費用は実施責任者負担 ○激甚な災害に関する、国による財政上の措置

７．災害緊急事態

○災害緊急事態の布告 ⇒ 政府の方針（対処基本方針）の閣議決定

○緊急措置（生活必需物資の配給等の制限、金銭債務の支払猶予、海外からの支援受入れに係る緊急政令の制定、特定非常災害法の自動発動）

災害対策基本法（昭和36年法律第223号）の概要
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○台風第15号は、９月７日から８日にかけて小笠原近海から伊豆諸島付近を北上し、９日３時前に三浦半島付
近を通過して東京湾を進み、５時前に強い勢力で千葉市付近に上陸した。その後、９日朝には茨城県沖に抜
け、日本の東海上を北東に進んだ。

○台風の接近・通過に伴い、伊豆諸島や関東地方南部を中心に猛烈な風、猛烈な雨となった。特に、千葉市で
最大風速35.9メートル、最大瞬間風速57.5メートルを観測するなど、多くの地点で観測史上１位の最大風速や
最大瞬間風速を観測する記録的な暴風となった。

主な期間降水量（9月7日0時～9月9日24時）

都道府県 市町村 地点名（よみ）
降水量

(mm)
静岡県 伊豆市 天城山（あまぎやま） 450.5

東京都 大島町 大島（おおしま） 314.0

静岡県 伊豆市 湯ヶ島（ゆがしま） 308.5

神奈川県 足柄下郡箱根町 箱根（はこね） 255.0

千葉県 君津市 坂畑（さかはた） 237.5

主な瞬間風速（9月7日0時～9月9日24時）

都道府県 市町村 地点名（よみ）
風速
（m/s）

観測時刻

東京都 神津島村 神津島（こうづしま） 58.1 8日21時03分

千葉県 千葉市中央区 千葉（ちば） 57.5 9日4時28分

東京都 新島村 新島（にいじま） 52.0 8日23時38分

千葉県 木更津市 木更津（きさらづ） 49.0 9日2時48分

千葉県 館山市 館山（たてやま） 48.8 9日2時31分

令和元年台風第１５号（概要）
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都道府県名 死者 行方不明者 重傷者 軽傷者
千葉県 ８名 １５名 ７６名
東京都 １名 ６名
その他 ５名 ５８名
合 計 ９名 ０名 ２０名 １４０名

都道府県名 全壊 半壊 一部破損 床上浸水 床下浸水
千葉県 426棟 4,486棟 76,319棟 34棟 81棟
東京都 14棟 73棟 1,624棟 24棟 13棟
その他 17棟 247棟 9,890棟 67棟 57棟
合 計 457棟 4,806棟 87,833棟 125棟 151棟

○住家被害（令和２年９月30日現在）

○人的被害（令和２年９月30日現在）

○ライフライン被害

○千葉県を中心に、令和２年９月30日時点で死者９名、重傷者20名等の人的被害のほか、
住家の全壊457棟、半壊4,806棟、一部破損87,833棟等の被害が発生。

○この大雨の影響で、大規模な停電やそれに伴う断水等のライフラインへの被害が発生。
住民生活や農林漁業にも大きな支障。

最大戸数 復旧状況
電力 約934,900戸 9月27日復旧
水道 139,744戸 9月25日復旧

令和元年台風第１５号 被害状況（人的被害、物的被害）
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○台風第19号は12日19時前に大型で強い勢力で伊豆半島に上陸した後、関東地方を通過し、13日未明に東北
地方の東海上に抜けた。

○10日からの総雨量は神奈川県箱根町で1,000ミリに達し、関東甲信地方と静岡県の17地点で500ミリを超えた。
○この記録的な大雨により、12日15時30分に静岡県、神奈川県、東京都、埼玉県、群馬県、山梨県、長野県の７
都県に、12日19時50分に茨城県、栃木県、新潟県、福島県、宮城県の５県に、13日0時40分に岩手県に特別警
報が発表された。

期間降水量分布図（10月10日0時～10月13日24時）

降水量時系列図（10月10日0時～10月13日24時）

神奈川県 足柄下郡箱根町 箱根

主な期間降水量（10月10日0時～10月13日24時）

都道府県 市町村 地点名（よみ）
降水量

(mm)

神奈川県 足柄下郡箱根町 箱根（はこね） 1,001.5

静岡県 伊豆市 湯ヶ島（ゆがしま） 760.0

埼玉県 秩父市 浦山（うらやま） 687.0

東京都 西多摩郡檜原村 小沢（おざわ） 649.0

静岡県 静岡市葵区 梅ヶ島（うめがしま） 631.5

出典：気象庁HP

DDF神奈川県足柄下郡箱根町
箱根 1,001.5mm

静岡県伊豆市
湯ヶ島 760.0mm

DDF

埼玉県秩父市
浦山 687.0mm

宮城県伊具郡丸森町
甫筆 607.5mm

岩手県下閉伊郡普代村
普代 467.0mm

東京都西多摩郡檜原村
小沢 649.0mm

令和元年台風第１９号（概要）
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○東北や関東を中心に、10月13日時点で死者・行方不明者108名、重傷者43名等の人的被害のほか、住家の
全壊3,229棟、半壊28,107棟、床上浸水7,524棟等の多数の被害が発生。

○電気や水道等のライフライン、道路や鉄道等のインフラ、農林漁業等の経済活動にも大きな影響。
○堤防決壊が、国管理河川で14箇所、都道府県管理河川で128箇所発生。

※10月25日からの大雨による被害を除く。

都道
府県名

人 的 被 害 住 家 被 害 非住家被害

死者
行方
不明者 重傷 軽傷 全壊 半壊

一部
破損

床上
浸水

床下
浸水

公共
建物

その他うち、災害
関連死者

人 人 人 人 人 棟 棟 棟 棟 棟 棟 棟
岩手県 3 4 3 41 793 859 135 951 1,591
宮城県 20 1 2 8 35 327 3,224 2,522 1,886 11,818 17 77
福島県 36 6 1 56 1,445 11,956 6,128 1,022 432 62 9,935
茨城県 2 1 20 146 1,590 1,721 104 443 8 1,065
栃木県 4 4 19 83 5,252 8,744 3 140 48 1,401
群馬県 4 1 8 22 296 567 22 112 3 76
埼玉県 4 1 2 31 107 570 996 2,089 3,371 5 212
千葉県 1 3 22 32 379 10,607 0 2 166
東京都 3 2 10 36 667 1,198 320 531 25 33
神奈川県 9 3 35 56 831 2,600 877 579 21 226
長野県 15 10 6 39 920 2,515 3,535 2 1,360 24 936
静岡県 3 1 2 5 7 6 499 914 1,316 54 336
その他 1 9 49 7 28 236 150 494 5 41

合計 105 21 3 43 332 3,229 28,107 40,212 7,524 21,549 272 16,095

○ライフライン被害

最大戸数 復旧状況

電力 約521,540戸 11月 7 日復旧

水道 約167,986戸 11月15日復旧

○人的・住家被害（令和２年１０月１３日現在）

令和元年台風第１９号（被害状況）
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令和元年台風第15号・第19号をはじめとした一連の災害に係る検証チーム 中間取りまとめ（案）「令和元年台風第15号･第19号をはじめとした一連の災害に係る検証チーム」最終とりまとめ

※ 以上のほか、台風第19号に係る論点（女性視点の取組み、避難・避難所、土地利用、気象情報の発信等）については引き続き検討を行い、年度末までに結論を得る。

・携帯電話の通信障害状況をエリアマップで公表している
が、定量的な影響が不明、HPのみでの公表のため障害
地域では利用者が閲覧できず

・倒木等による通信線の被災箇所等について関係機関へ
の情報共有が不十分

・固定電話利用者の通信障害に対する全体把握が困難

・携帯電話・固定電話の復旧見込みが非公表
・復旧に関する関係機関との情報共有、対応調整が不十分
・県・市町村間の非常時の通信手段が一部活用されず

・携帯電話の通信障害について、影響利用者数等の定量的な指標での情報提供

・携帯電話利用者（障害地域内の利用者含む）へのわかりやすい情報提供
・関係機関との情報共有に関する総務省リエゾン・通信事業者リエゾンの役割明確化

・利用者への固定電話の疎通状況確認の呼びかけなど、障害把握の方法を改善

・携帯電話の復旧見込みの公表のタイミング・具体的内容を検討し運用開始
（固定電話についても検討）

・早期復旧のための関係機関との連携強化に関する総務省のリエゾン業務のマニュアル化、訓
練等による充実

・災害対策用移動通信機器の自治体への事前貸与をプッシュ型で実施

【通信障害関係】

通信障害の
状況把握と
情報提供

復旧作業
復旧プロセス
情報提供

・長期間の停電のため重要な通信施設の非常用電源が持
続せず

・携帯電話基地局等の非常用電源を長時間化
・総務省（総合通信局）への移動電源車の追加配備
・基地局を搭載した係留ドローンの活用

非常用電源の
長時間化等

R2･7月開始

措置済

R2･7月開始

R2･7月開始

措置済

措置済

技術基準見直し（R2･6月末まで）

技術基準見直し（R2･6月末まで）

R1補正予算

R2･7月開始

課題 対応策【長期停電関係】
・被害規模に応じた巡視要員の不足
・巡視と故障箇所の同時調査による状況把握の遅れ
・ドローン操作要員の不足

・東京電力の現行システムでは低圧線・引込線の損傷によ
る停電（いわゆる「隠れ停電」）が把握できず

・初動期における停電への問い合わせ対応要員の不足

・復旧作業に時間を要し、通電に遅れ

・東京電力と関係機関（通信事業者、自衛隊、他電力会社
等）間の連携が不十分

・復旧見通しの発表が遅く何度も変更
・初動期において、電源車の運用を担う技術者不足等に
より、電源車の派遣オペレーションが非効率

・地域の実情に応じた鉄塔の技術基準の整備や、電柱・配
電線への倒木対策が不十分

・原則24時間、大規模災害時にも48時間以内に被害状況を把握する体制整備（巡視要員の計画
的配置等）

・ドローン専属チームの標準配置、操作要員の育成・確保、運用方針整備等
・スマートメーターデータの活用による一般住宅等の停電確認の徹底
・SNSやチャット等を活用した入電本数の抑制策の実施

・大規模災害時において、完全復旧よりも早期の停電解消を最優先する「仮復旧」の早期実施
・電力会社・関係機関間の災害時連携計画の制度化
・電力会社・通信事業者の連絡体制構築、訓練等の実施
・復旧見通し精度向上のための被害情報集約・報告手法の効率化
・東京電力リエゾンの対応手引き・情報共有ツールの整備
・電源車対応専任チームの標準配置

・地域の実情を踏まえた鉄塔の技術基準の見直し
・鉄塔の計画的な更新や無電柱化を含めた送配電設備への必要な投資を適切に行うための
託送料金制度の見直し
・電力会社・自治体の連携による事前伐採の推進、インフラ施設に近接する森林について協定
締結のうえ森林整備を行う「重要インフラ施設周辺森林整備」を創設

被害状況の
把握

復旧作業
復旧プロセス
情報提供

送配電網の
ハード対策

・病院や官公庁舎など継続的な電力供給が必要な重要施
設における非常用電源の確保が不十分

・山間部など復旧難航地域の停電が長期化

・医療・福祉・上下水道施設・官公庁舎・避難所等の社会的重要施設への非常用電源の整備
促進
・地域における災害時のレジリエンス向上のための分散型電源設置を促進する制度整備

非常用電源の
導入等

R2･6月末まで

R2･6月末まで

R2･6月末まで

措置済

R2･6月末まで

法改正（R2通常国会提出）

R2･6月末まで

法改正（R2通常国会提出）、R2当初予算

R1補正予算、R2当初予算

R2･6月末まで

R2･6月末まで

R1補正予算、R2当初予算

法改正（R2通常国会提出）

R2・6月末まで

主として台風第15号に関する論点

措置済

災害対策基本法等改正の背景
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令和元年台風第15号・第19号をはじめとした一連の災害に係る検証チーム 中間取りまとめ（案）

・計画運休について、運転再開に必要な要員・資機材配置等の事前準備の強化、
利用者に対し混乱が発生しないよう工夫した情報提供の実施

・成田国際空港等において、災害発生時に空港アクセス事業者等との調整などを担う「総合
対策本部」の早期設置や多言語による情報提供の充実

【その他(（台風第15号関連）】

公共交通機関

・自治体による設置事業者の紹介を促進。消防機関、設置技術のあるNPO、技術を有するボ
ランティア、自衛隊など設置支援をする者について役割分担の考え方を整理

・被災者と設置事業者とのマッチング支援（台風第15号において千葉県が実施）等の対策例
を全国の都道府県に横展開

・設置技術のあるNPO団体が監修する施工方法の手引きを広く公開
・設置技術の講習会を行えるNPO団体の情報を提供し、災害時の実施を促進

ブルーシート

成田空港BCP改定

措置済

国交省取りまとめ済 各事業者にて対応

・計画運休について、運転再開時に多くの利用者が駅に集
中し、駅での入場規制等の混乱が発生

・空港アクセスに支障が発生する一方、滑走路が正常に運
用できたことから、空港の滞留者が増加、空港利用者に
対する情報提供も不十分

・ブルーシートを設置できる地域の事業者が不足
・台風第15号においては、以下対応がなされたが、被災家
屋へのブルーシート設置に時間を要した
-消防機関、建設業界、NPO団体、自衛隊等の設置支援
-千葉県による事業者とのマッチング
-施工方法等を紹介する講習会の開催

【初動対応等関係】 課題 対応策
・国から被災自治体への職員派遣について、そのタイミン
グ、派遣先、位置づけ等の再整理

・現場の災害対応における、国、地方自治体、事業者等関
係者の調整のあり方

・大規模な災害発生時における、地方自治体の首長や危
機管理・防災責任者のリーダーシップのあり方

・迅速な災害対応のための体制の確立

・備蓄物資の状況、物資の運搬状況等の情報に関する行
政機関間での共有のあり方

・国のプッシュ型支援の物資内容の周知不足

・大規模な被害が予想される場合には、被害状況を迅速に把握し、被災自治体をサポートで
きるよう、直ちに「内閣府調査チーム」を派遣

・政府現地災害対策室を設置し、関係省庁が一体となって、災害対応を迅速に行うため、現
場におけるレベルに応じて、連絡会議・調整会議・現地作業調整会議を開催

・自治体の危機管理・防災責任者を対象に、初動対応や災害対応の各フェーズで必要となる
知識・技術を付与するための研修の充実

・広域行政主体としての都道府県における、各種支援を迅速・的確に受け入れるための受援
体制と市町村への応援体制の構築を促進

・国・県・市町村の備蓄の促進と備蓄物資の「物資システム」への登録・情報共有

・国のプッシュ型支援の標準的な品目のメニュー化と周知

災害に慣れて
いない自治体
への支援の充実

備蓄の促進と
情報共有、

物資支援の充実

R2当初予算

R1補正予算（備蓄）、R2・4開始（登録・情報共有）

地方自治体に
おける災害対応
職員の不足等

・地方自治体の災害対応にあたる技術職員や災害対応を
マネジメントする知見を有する職員の不足等

・被災市区町村応援職員派遣システムの一層の活用・充実
・都道府県等の技術職員の増員を支援
・テックフォースの人員充実など、国の応援体制を充実
・URの被害家屋認定調査に関する支援体制を早期に確保
・URによる災害復旧工事マネジメント業務の推進、受発注者間調整等による円滑な施工確
保

・民間事業者や建築士等の業界団体との災害協定の締結
・円滑な施工確保に向けた建設業等の担い手の確保・育成

R2定員

R2地財

防災基本計画の見直し等

R2・4月以降実施

R1法改正済

・大規模災害発生時に地域社会の迅速な復旧を図るため
の連携体制のあり方

・広域行政主体としての都道府県における、多様なライフライン関係機関との間での、「防災
連絡会」のような平時からの相互協力体制の構築を促進

平時からの備え

防災基本計画の見直し等

防災基本計画の見直し等

防災基本計画の見直し等

防災基本計画の見直し等

防災基本計画の見直し等

防災基本計画の見直し等

「令和元年台風第15号･第19号をはじめとした一連の災害に係る検証チーム」最終とりまとめ 主として台風第15号に関する論点

R2・4月開始

措置済

措置済

措置済

災害対策基本法等改正の背景
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「令和元年台風第15号･第19号をはじめとした一連の災害に係る検証チーム」最終とりまとめ 主として台風第19号に関する論点

課題 対応策【避難行動関係(避難WG)】
・ハザードマップの認知、活用が不足

・警戒レベル4の「避難勧告」及び「避難指示（緊急）」の
意味が正しく理解されていない

・「全員避難」や「命を守る最善の行動」の趣旨が住民に
伝わっていない

・豪雨時の外出リスクが認識されていない

・災害時に市町村のホームページにアクセスが集中、
サーバーがダウンする事例

・避難行動を促す普及啓発活動「避難の理解力向上キャンペーン」を全国で展開

・「全員避難」や「命を守る最善の行動」について、災害時に補足的な説明を加えながら呼びかけ

・社員等が不要不急の外出を控えることができるよう、テレワーク、時差出勤、計画的休業等の
措置について、経済3団体へ協力要請

・災害時におけるホームページへのアクセス集中対策（webサイトの軽量化等）の実施促進

災害リスクと
とるべき行動
の理解促進

・大規模広域避難を行う場合の課題が顕在化 ・広域避難に当たっての留意点について市町村に周知

大規模
広域避難の
実効性確保 ・災害発生前に大規模広域避難を円滑に行うための仕組みの制度化の検討

R2・出水期まで

R2・出水期まで

R2年内

R2･出水期まで

・高齢者や障害者等の避難に課題
高齢者等の
避難の

実効性確保

・市町村において、避難行動要支援者名簿とハザードマップ等を活用し、災害リスクが高い区域に
住む避難行動要支援者を洗い出し、防災・危機管理部局と医療・保健・福祉部局等の間で共有

・福祉関係者等が高齢者・障害者宅訪問時、災害リスク等を本人と確認
（避難の理解力向上キャンペーン）

・高齢者等の避難の実効性確保に向けた、更なる促進方策について検討 R2年内

R2・出水期まで

R2・出水期まで

・洪水による死者のうち7割弱が浸水想定区域の範囲内で犠牲
・住民ウェブアンケートでは、約半数が「ハザードマップ等を見
たことがない」又は「見たことがあるが避難の参考にしていな
い」と回答

・台風第19号の犠牲者のうち約６割が屋外で被災、うち半数
以上が車での移動中。出退勤途中の人も含まれていた

【実施内容】
市町村から、ハザードマップや避難行動の理解促進のためのチラシを各戸に配布・回覧

（主なポイント）
・避難とは「難」を「避」けること（安全を確保すること） ・安全な親戚・知人宅も「避難先」
・警戒レベル４は「危険な場所から全員避難」
－避難勧告は、避難に必要な時間を考慮して発令されるもの 避難勧告のタイミングで避難
－避難指示（緊急）は、緊急的又は重ねて避難を促す場合に発令されるもの

（必ず発令されるものではない）
・警戒レベル５は既に災害が発生、無理な屋外避難は控える

水害・土砂災害リスクのある地域の小・中学校で、災害リスクや避難行動判定フローを確認

病院・福祉施設の施設管理者が所在地の災害リスクを確認 等

・荒川下流域（江東５区）では、広域避難が初めて現実問題に
・避難時間や避難先の確保が難しい等の課題が明らかに

・利根川中流域においては、深夜に広域避難を実施

暴風雨時の避難回避や計画運休等を見込んだ早めの避難等の調整・発令タイミングの必要性 等

・台風第19号における死者（84名）のうち65%が65歳以上の
高齢者

・自宅での死者（34名）のうち79%が高齢者

R2・出水期まで

例：「全員避難」との表現を用いる際は、「危険な場所から全員避難」等と適宜補足して
マスコミや防災行政無線から発信 等

（注）対応策のうち「Ｒ２年内」検討の事項については、避難ワーキンググループを引き続き存置し検討を実施

・住民ウェブアンケートでは、約4割の人が「全員避難」を「災害
の危険がないところにいる人も避難する必要がある」と回答

・住民ウェブアンケートでは、避難勧告及び避難指示（緊急）
両方の意味を正しく理解していたのは17.7%

・避難勧告・避難指示（緊急）について自治体の意見を踏まえた制度上の整理 R2年内

災害対策基本法等改正の背景
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【その他（台風第19号関係）】

建築物の
電気設備浸水

・浸水想定区域の指定が対象外の都道府県管理河川においても、沿川の浸水地域の設定
等が進むよう、「中小河川における簡易的な浸水想定図作成の手引き」を作成、周知

浸水想定区域外
における被害

・建築物の地下に設置されていた電気設備が浸水、
エレベーターや水道が使用できなくなる被害が発生

・浸水想定区域の指定対象外の都道府県管理の中小
河川が氾濫し被害が発生、中小河川においても、浸水
想定範囲の設定や周知を推進する必要

「令和元年台風第15号･第19号をはじめとした一連の災害に係る検証チーム」最終とりまとめ 主として台風第19号に関する論点

【河川・気象情報関係】

・問い合わせ対応と災害対応が輻輳し洪水予報等の発表
体制が脆弱になり、洪水予報等を発表できない事例

・河川監視カメラや水位計の監視範囲が限られ、また、
現地確認ができず、決壊・越水の迅速な把握が困難

・問い合わせ専属窓口の設置や洪水予報発表担当者の増強、洪水予報発表作業の省力化
により、洪水予報等を確実に発表する体制を構築

・河川監視カメラや危機管理型水位計の増設

・越水・決壊等検知センサーの開発

決壊・越水等の
確認と

洪水予報発表

・水位等の河川情報を提供している国土交通省HP「川の
防災情報」にアクセスが集中、つながりにくい状態に

・「川の防災情報」を構築するシステムを強化、処理能力を向上

｢川の防災情報｣
のアクセス集中

対策

・大雨特別警報の解除後に下流部で氾濫が発生、解除後
も引き続き警戒が必要であることの注意喚起が不十分

・大雨特別警報の解除を「警報への切替」と表現するとともに、切替に合わせて今後の水位
上昇の見込みなどの河川の氾濫に関する情報を発表

・引き続きの注意喚起を記者会見等あらゆる手段で実施

特別警報解除後
の洪水への
注意喚起

気象情報の
改善充実

R２年度より試行

R2・出水期まで

R2・出水期まで

R2出水期から

R2出水期から

・避難所運営や環境改善に女性の視点が不足
・大規模災害発生時に、内閣府男女共同参画局職員を現地に派遣、都道府県や市町村に
おける男女共同参画部局職員の災害対策本部への参加等を検討

避難所における
生活環境の改善

課題 対応策

R2年内

R2・出水期まで

・災害廃棄物撤去等に係る防衛省・自衛隊と環境省の連携のあり方について、 「One 
NAGANO」等の優良事例を含め、役割分担や平時の取組み等を整理しマニュアル化

・広域支援の事例整理・周知を行い、災害廃棄物対策行動計画の見直しを推進

災害廃棄物 ・災害廃棄物の収集運搬体制が十分でなく、路上に堆積

措置済

R2・出水期まで

R2・4月から

・建築物における電気設備の浸水対策のあり方や具体的事例について整理・とりまとめ、
建築士関係団体、建設業関係団体、建築物所有者・管理者関係団体、電気設備関係団体
等に注意喚起 R2・出水期まで

・「狩野川台風」を引用し呼びかけたが危機感が伝わらず

・地域の詳細な災害発生危険度を示す「危険度分布」に
ついて認知が不十分

・過去事例を用いる場合、災害危険度が高まる地域を示す等分かりやすい解説を実施

・「危険度分布」の認知度・理解度を上げるため広報を強化（SNS等） R2年度から順次実施

R2年度から順次実施

災害対策基本法等改正の背景
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「令和元年台風第19号等を踏まえた避難情報及び広域避難等に関するサブワーキンググループ」最終とりまとめ (概要)
課題と背景 対応の方向性

❶警戒レベル４避難勧告で避難せず被災する人が多いが、
警戒レベル４の避難勧告、避難指示(緊急)の意味の違い

が正しく住民に理解されておらず、また、両方が警戒レベ
ル４に位置付けられ住民にわかりにくい

❷現行の警戒レベル５「災害発生情報」は、とるべき行動が
わかりにくく、また、市町村が災害の発生を把握できず発令
できないことが多いため、有効に機能していない

❸現行の警戒レベル３「避難準備・高齢者等避難開始」は、
名称が長く、また、一般の人に求める「避難準備」から名称
が始まるため、高齢者等に避難を求める情報であることが
伝わりにくい

・想定される浸水が浅く、上階への避難や高層階に留まること
で安全確保できる住民等に対しても、立退き避難しか勧告・
指示することができない

・高齢者等に早期避難を促すことができる明確な規定がない

❶避難のタイミングを明確にするため、警戒レベル４の避難勧告と避難指示(緊急)を「避難指示」に一本
化
（現行で避難勧告を発令しているタイミングで、避難指示を発令する）

❷災害が発生・切迫し、警戒レベル４での避難場所等への避難が安全にできない場合に、自宅や
近隣の建物で緊急的に安全確保するよう促す情報を、警戒レベル５「緊急安全確保」として位置づけ

❸早期の避難を促すターゲットを明確にするため、警戒レベル３の名称を「高齢者等避難」に見直し

避難情報
関係

・災害発生前に国が対策本部を設置できない

・「災害が発生するおそれ」の段階で、地方公共団体が、
避難先・避難手段の調整を行う仕組みがない

広域避難
関係

・「災害が発生するおそれ」の段階での国の対策本部設置の制度化

・「災害が発生するおそれ」の段階で、地方公共団体が避難先・避難手段の協議・要請を行える
仕組みの制度化

・広域避難の準備・開始の段階で、広域避難を円滑に行うために、
「災害が発生するおそれ」の段階でも国が対策本部を設置し、本部長から地方公共団体の長や
公共交通機関等に対し、必要な指示や協力を求めることができるように制度化

・都道府県及び市町村は、災害対策本部を災害発生前に設置できるの
に対し、国は、非常災害が発生した場合にしか本部を設置することがで
きない

・大規模広域避難が必要な「災害が発生するおそれ」の段階で、国・都
道府県・市町村・民間事業者等が連携して対応する必要がある

・警戒レベル４避難指示で、上階への避難や高層階に留まることで安全確保できる住民等に対しては必ずしも
立退き避難を求めないことを可能とする規定とし、屋内で安全確保することも促すことができるようにする

・警戒レベル３で高齢者等に避難すべきタイミングである旨を情報提供し、早期避難を呼びかける
ことができる規定とする

・住民ウェブアンケートでは、
－避難勧告・指示両方の意味を正しく理解していたのは

2割未満

・市町村向けアンケートでは、
－警戒レベル４に避難勧告・指示の両方が位置付けられ
住民にわかりにくいとの回答が約7割

警戒
レベル 状況 住民がとるべき行動 行動を促す情報

５ 災害発生
又は切迫 命の危険 直ちに安全確保！ 緊急安全確保※1

災害発生情報
(発生を確認したときに発令)＜警戒レベル４までに必ず避難！＞

４ 災害の
おそれ高い 危険な場所から全員避難 避難指示（注） ・避難指示 (緊急)

・避難勧告

３ 災害の
おそれあり 危険な場所から高齢者等は避難※2 高齢者等避難 避難準備・

高齢者等避難開始

２ 気象状況悪化 自らの避難行動を確認 大雨・洪水・高潮注意報
（気象庁）

大雨・洪水・高潮注意報
（気象庁）

１ 今後気象状況悪化
のおそれ 災害への心構えを高める 早期注意情報

（気象庁）
早期注意情報
（気象庁）

参考
（現行）

※1 市町村が災害の状況を確実に把握できるものではない等の理由から、警戒レベル５は必ず発令されるものではない
※2 警戒レベル３は、高齢者等以外の人も必要に応じ、普段の行動を見合わせ始めたり危険を感じたら自主的に避難するタイミングである
（注）避難指示は、現行の避難勧告のタイミングで発令する

災害対策基本法等改正の背景
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課 題 と 背 景 対 応 の 方 向 性
避難行動要支
援者名簿関係

地区防災計画
関係

個別計画関係

福祉避難所等
関係

○ 避難行動要支援者名簿は、98.9%の市区町村で作成を完了しているが、
真に避難支援を要する者を正確に把握できていない場合がある。

○ 平素から利用している施設へ直接に避難したいとの声がある。

○ 指定避難所として公表されると、受入れを想定していない被災者の
避難により、福祉避難所としての対応に支障を生ずる懸念があるため、
指定避難所としての福祉避難所の確保が進まないとの指摘がある。

○ また、要配慮者の避難先となるべき福祉避難所など福祉的な支援を
受けることができる施設やスペース等の位置付けや在り方が明確でな
い。

○ 避難行動要支援者名簿に掲載すべき者が掲載されないことを防ぐため、福祉専門
職やかかりつけ医などの医療職のほか、地域の鍵となる人や団体との連携。

○ 個別計画の策定プロセス等を通じて、事前に避難先である福祉避難所ごとに
受入れ者の調整等を行い、福祉避難所等への直接の避難を促進。

○ 福祉避難所ごとに、受入対象者を特定してあらかじめ指定の際に公示する
ことによって、受け入れ対象者とその家族のみが避難する施設であることを
明確化し、福祉避難所における受け入れを促進。

○ 小規模な施設やスペースでも、主として要配慮者の滞在が想定される場合は、
福祉避難所の指定が適当であること等を明確化。

○ 地区防災計画は、地域のコミュニティレベルでの避難行動に大きく
貢献するとともに、避難行動要支援者の把握や避難の呼びかけなどを
通じて、個別計画を実践する上でも大変重要な役割を果たすことが期
待される。

○ 地区防災計画の普及について、地区住民等が計画素案を作成する際
に、地区住民等の機運を高め、助言・誘導できるような計画作成支援
者（地域での防災関係の有識者、市区町村職員など）が不足している
ことが課題である。

○ 事例集など地区防災計画の普及啓発の取組とともに、計画素案作成を支援する仕
組み、人材の育成の仕組みを構築。

○ 個別計画とあわせて災害の危険度の高い所から優先的に策定を促すとともに、地
区防災計画の素案の策定が、地区のあらゆる人が参画するものとなり、また、個別計
画がある場合には整合を図れるよう、防災、福祉、医療的ケアを理解する方など地域
の様々な分野の方が関わる環境を整える。

○ 災害時の避難支援等を実効性のあるものとするためには個別計画の策定が有効。
個別計画について、制度上、市区町村が策定に努めなければならないものとして位
置付け 、さらに取組を促進。

○ 市区町村が策定の主体となり、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員等の日常
の支援者及び地域住民と連携して策定。

○ 災害の危険度の高いところなど優先度の高い方から個別計画を策定。
並行して、本人（状況により、家族や地域）が記入する本人・地域記入の個別計画

を策定。

○ 人材の確保と育成を支援する仕組みづくり、市区町村の個別計画策定の取組
に対する財政的な支援、また、モデル地区を設定した取組を実施し検証するこ
とが重要。

○ 過去の災害で高齢者や障害のある方が被害※を受けていることを踏
まえれば、災害時の避難支援等を更に実効性のあるものにするために
は、何らかの方策が必要である。

※過去の災害における高齢者の死者の割合
・令和２年７月豪雨 約79％ ※65歳以上
（うち熊本県 約85％）

・令和元年台風第19号 約65％ ※65歳以上
・平成30年７月豪雨 約70％ ※
（ 約80％）※70歳以上

○ 個別計画の策定が必要な者の優先度や個別計画の内容を検討する際
には、当事者本人の心身の状況や生活実態等の情報が必要となる。

愛媛県、岡山県、広島県の死者数のうち、60代以上
うち市町村別死者数最大の倉敷市真備町

※ 避難行動要支援
者（高齢者、障害
者等）ごとに、避難
支援を行う者や避
難先等の情報を記
載した計画。

令和元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の避難に関するサブワーキンググループ最終とりまとめ（概要）

災害対策基本法等改正の背景
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災害対策基本法等の一部を改正する法律の概要

頻発する自然災害に対応して、災害時における円滑かつ迅速な避難の確保及び災害対策の実施体制の強化を図るため、
以下の措置を講ずることとする。

趣 旨
施行日：令和３年５月20日

改正内容
１．災害対策基本法の一部改正
①災害時における円滑かつ迅速な避難の確保

１）避難勧告・避難指示の一本化等
＜課題＞
本来避難すべき避難勧告のタイミングで避難せず、逃げ遅れにより被災する者が多数発生。
避難勧告と指示の違いも十分に理解されていない。 住民アンケート

・避難勧告で避難すると回答した者：26.4％
・避難指示で避難すると回答した者：40.0％

＜対応＞
避難勧告・指示を一本化し、従来の勧告の段階から避難指示を行うこととし、
避難情報のあり方を包括的に見直し。

避難情報の報道イメージ（内閣府で撮影）

近年の災害における犠牲者のうち
高齢者（65歳以上）が占める割合
令和元年東日本台風：約65％
令和２年７月豪雨：約79％＜対応＞

避難行動要支援者の円滑かつ迅速な避難を図る観点から、
個別避難計画について、市町村に作成を努力義務化。
任意の取組として計画の作成が完了している市町村 約10％
任意の取組として一部の計画の作成が完了している市町村 約57％

※併せて、マイナンバー法を改正し、名簿・計画の作成等
に当たりマイナンバーに紐付く情報を活用

避難行動要支援者が
災害時に避難する際のイメージ

２）個別避難計画（※）の作成
＜課題＞
避難行動要支援者名簿（平成25年に作成義務化）は、約99％の市町村において
作成されるなど、普及が進んだものの、いまだ災害により、多くの高齢者が被害を受けており、
避難の実効性の確保に課題。

※避難行動要支援者（高齢者、障害者等）ごとに、
避難支援を行う者や避難先等の情報を記載した計画。
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災害対策基本法等の一部を改正する法律の概要

３）災害発生のおそれ段階での国の災害対策本部の設置／広域避難に係る居住者等の受入れに関する規定の措置等
災害発生のおそれ段階において、国の災害対策本部の設置を可能とするとともに、
市町村長が居住者等を安全な他の市町村に避難（広域避難）させるに当たって、
必要となる市町村間の協議を可能とするための規定等を措置。

大規模河川氾濫時の他市町村への避難イメージ

②災害対策の実施体制の強化

１）非常災害対策本部の本部長を内閣総理大臣に変更

２）防災担当大臣を本部長とする特定災害対策本部の設置（※）
※非常災害に至らない、死者・行方不明者数十人規模の災害について設置

３）内閣危機管理監の中央防災会議の委員への追加

２．内閣府設置法の一部改正

内閣府における防災担当大臣の必置化

３．災害救助法の一部改正

非常災害等が発生するおそれがある段階における災害救助法の適用
国の災害対策本部が設置されたときは、これまで適用できなかった災害が発生する前段階においても、災害救助法の適用を
可能とし、都道府県等が避難所の供与を実施。

施行日：令和３年５月20日
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災害対策基本法の一部を改正する法律案～災害対策の実施体制の強化～
災害対策本部の見直しについて

○災害の大規模化・激甚化、政府への支援ニーズの増に対し、①災害の発生するおそれがある段階
からの災害対策本部の設置、②内閣総理大臣の非常災害対策本部長への位置付け、③「特定災害
対策本部」の設置 により、防災体制を強化することとする。

非常災害対策本部

※平成28年熊本地震(273名)、平成30年西日本豪雨(271名)、
令和元年東日本台風(108名)、令和２年７月豪雨(86名)
等で設置

緊急災害対策本部

※東日本大震災(死者・行方不明者22,252名)で設置

関係省庁災害対策会議や
関係閣僚会議等

※平成29年九州北部豪雨(42名)、
平成30年北海道胆振東部地震(43名) 等で開催

本部長：防災担当大臣
（本部員：各府省庁局長級）

非常災害対策本部

緊急災害対策本部

「特定災害対策本部」を
新たに設置

本部長：防災担当大臣
（本部員：各府省庁局長級）

(併せて、防災担当大臣を必置化)

本部長を防災担当大臣から
内閣総理大臣に変更

（本部員：関係閣僚）

本部長：内閣総理大臣
（本部員：全閣僚）

現 行 改正後

災害が発生する
おそれがある

段階から、これらの
災害対策本部を

設置できることとする

非常災害が対象

著しく異常かつ激甚な非常災害が対象
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参考：改正後の災害対策基本法（昭和36年法律第223号）（抄）

（中央防災会議の組織）
第十二条
５ 委員は、次に掲げる者をもつて充てる。

二 防災担当大臣以外の国務大臣、内閣危機管理監、指定公共機関の代表者及び学識経験のある者のうちから、内閣総理大臣が任命する者

（特定災害対策本部の設置）
第二十三条の三 災害（その規模が非常災害に該当するに至らないと認められるものに限る。以下この項において同じ。）が発生し、又は発生するお

それがある場合において、当該災害が、人の生命又は身体に急迫した危険を生じさせ、かつ、当該災害に係る地域の状況その他の事情を勘案して当
該災害に係る災害応急対策を推進するため特別の必要があると認めるもの（以下「特定災害」という。）であるときは、内閣総理大臣は、内閣府設
置法第四十条第二項の規定にかかわらず、臨時に内閣府に特定災害対策本部を設置することができる。

２ 内閣総理大臣は、特定災害対策本部を置いたときは当該本部の名称、所管区域並びに設置の場所及び期間を、当該本部を廃止したときはその旨を、
直ちに、告示しなければならない。

（特定災害対策本部の組織）
第二十三条の四 特定災害対策本部の長は、特定災害対策本部長とし、防災担当大臣その他の国務大臣をもつて充てる。
２ 特定災害対策本部長は、特定災害対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。
３ 特定災害対策本部に、特定災害対策副本部長、特定災害対策本部員その他の職員を置く。
４ 特定災害対策副本部長は、特定災害対策本部長を助け、特定災害対策本部長に事故があるときは、その職務を代理する。特定災害対策副本部長が

二人以上置かれている場合にあつては、あらかじめ特定災害対策本部長が定めた順序で、その職務を代理する。
５ 特定災害対策副本部長、特定災害対策本部員その他の職員は、内閣官房若しくは内閣府その他の指定行政機関の職員又は指定地方行政機関の長若

しくはその職員のうちから、内閣総理大臣が任命する。
６ 特定災害対策本部に、当該特定災害対策本部の所管区域にあつて当該特定災害対策本部長の定めるところにより当該特定災害対策本部の事務の一

部を行う組織として、特定災害現地対策本部を置くことができる。この場合においては、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第百五十六条
第四項の規定は、適用しない。

７ 内閣総理大臣は、前項の規定により特定災害現地対策本部を置いたときは、これを国会に報告しなければならない。
８ 前条第二項の規定は、特定災害現地対策本部について準用する。
９ 特定災害現地対策本部に、特定災害現地対策本部長及び特定災害現地対策本部員その他の職員を置く。
10 特定災害現地対策本部長は、特定災害対策本部長の命を受け、特定災害現地対策本部の事務を掌理する。
11 特定災害現地対策本部長及び特定災害現地対策本部員その他の職員は、特定災害対策副本部長、特定災害対策本部員その他の職員のうちから、特

定災害対策本部長が指名する者をもつて充てる。

（特定災害対策本部の所掌事務）
第二十三条の五 特定災害対策本部は、次に掲げる事務をつかさどる。
一 災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための方針の作成に関すること。
二 所管区域において指定行政機関の長、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関が防災計
画に基づいて実施する災害応急対策の総合調整に関すること。
三 特定災害に際し必要な緊急の措置の実施に関すること。
四 第二十三条の七の規定により特定災害対策本部長の権限に属する事務
五 前各号に掲げるもののほか、法令の規定によりその権限に属する事務
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（指定行政機関の長の権限の委任）
第二十三条の六 指定行政機関の長は、特定災害対策本部が設置されたときは、災害応急対策に必要な権限の全部又は一部を当該特定災害対策本部員であ

る当該指定行政機関の職員又は当該指定地方行政機関の長若しくはその職員に委任することができる。
２ 指定行政機関の長は、前項の規定による委任をしたときは、直ちに、その旨を告示しなければならない。

（特定災害対策本部長の権限）
第二十三条の七 特定災害対策本部長は、前条の規定により権限を委任された職員の当該特定災害対策本部の所管区域における権限の行使について調整を

することができる。
２ 特定災害対策本部長は、当該特定災害対策本部の所管区域における災害応急対策を的確かつ迅速に実施するため特に必要があると認めるときは、その

必要な限度において、関係指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関並びに指定公共機関及び指定地方公共機関に対し、必要な指示を
することができる。

３ 特定災害対策本部長は、当該特定災害対策本部の所管区域における災害応急対策を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、関係行政
機関の長及び関係地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びにその他の関係者に対し、資料又は
情報の提供、意見の表明その他必要な協力を求めることができる。

４ 特定災害対策本部長は、特定災害現地対策本部が置かれたときは、前三項の規定による権限の一部を特定災害現地対策本部長に委任することができる。
５ 特定災害対策本部長は、前項の規定による委任をしたときは、直ちに、その旨を告示しなければならない。

（非常災害対策本部の設置）
第二十四条 非常災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、当該災害の規模その他の状況により当該災害に係る災害応急対策を推進するた

め特別の必要があると認めるときは、内閣総理大臣は、内閣府設置法第四十条第二項の規定にかかわらず、臨時に内閣府に非常災害対策本部を設置する
ことができる。

２ 第二十三条の三第二項の規定は、非常災害対策本部について準用する。
３ 第一項の規定により非常災害対策本部が設置された場合において、当該災害に係る特定災害対策本部が既に設置されているときは、当該特定災害対策

本部は廃止されるものとし、非常災害対策本部が当該特定災害対策本部の所掌事務を承継するものとする。

（非常災害対策本部の組織）
第二十五条 非常災害対策本部の長は、非常災害対策本部長とし、内閣総理大臣（内閣総理大臣に事故があるときは、そのあらかじめ指名する国務大臣）

をもつて充てる。
４ 非常災害対策副本部長は、内閣官房長官、防災担当大臣その他の国務大臣をもつて充てる。
６ 非常災害対策本部員は、次に掲げる者をもつて充てる。

一 非常災害対策本部長及び非常災害対策副本部長以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が任命する者
二 副大臣、内閣危機管理監又は国務大臣以外の指定行政機関の長のうちから、内閣総理大臣が任命する者

７ 非常災害対策副本部長及び非常災害対策本部員以外の非常災害対策本部の職員は、内閣官房若しくは内閣府その他の指定行政機関の職員又は指定地方
行政機関の長若しくはその職員のうちから、内閣総理大臣が任命する。

８ 非常災害対策本部に、当該非常災害対策本部の所管区域にあつて当該非常災害対策本部長の定めるところにより当該非常災害対策本部の事務の一部を
行う組織として、非常災害現地対策本部を置くことができる。

９ 第二十三条の四第六項後段、第七項及び第八項の規定は、非常災害現地対策本部について準用する。

（指定行政機関の長の権限の委任）
第二十七条 指定行政機関の長は、非常災害対策本部が設置されたときは、災害応急対策に必要な権限の全部又は一部を当該非常災害対策本部の職員であ

る当該指定行政機関の職員又は当該指定地方行政機関の長若しくはその職員に委任することができる。

参考：改正後の災害対策基本法（昭和36年法律第223号）（抄）
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（非常災害対策本部長の権限）
第二十八条
２ 非常災害対策本部長は、当該非常災害対策本部の所管区域における災害応急対策を的確かつ迅速に実施するため特に必要があると認めるときは、そ

の必要な限度において、関係指定行政機関の長及び関係指定地方行政機関の長並びに前条の規定により権限を委任された当該指定行政機関の職員及び
当該指定地方行政機関の職員、地方公共団体の長その他の執行機関並びに指定公共機関及び指定地方公共機関に対し、必要な指示をすることができる。

４ 非常災害対策本部長は、前三項の規定による権限の全部又は一部を非常災害対策副本部長に委任することができる。
５ 非常災害対策本部長は、非常災害現地対策本部が置かれたときは、第一項から第三項までの規定による権限（第二項の規定による関係指定行政機関

の長に対する指示を除く。）の一部を非常災害現地対策本部長に委任することができる。
６ 非常災害対策本部長は、前二項の規定による委任をしたときは、直ちに、その旨を告示しなければならない。

（緊急災害対策本部の設置）
第二十八条の二 著しく異常かつ激甚な非常災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、当該災害に係る災害応急対策を推進するため特別

の必要があると認めるときは、内閣総理大臣は、内閣府設置法第四十条第二項の規定にかかわらず、閣議にかけて、臨時に内閣府に緊急災害対策本部
を設置することができる。

２ 第二十三条の三第二項の規定は、緊急災害対策本部について準用する。
３ 第一項の規定により緊急災害対策本部が設置された場合において、当該災害に係る特定災害対策本部又は非常災害対策本部が既に設置されていると

きは、当該特定災害対策本部又は非常災害対策本部は廃止されるものとし、緊急災害対策本部が当該特定災害対策本部又は非常災害対策本部の所掌事
務を承継するものとする。

（緊急災害対策本部の組織）
第二十八条の三
４ 緊急災害対策副本部長は、内閣官房長官、防災担当大臣その他の国務大臣をもつて充てる。
７ 緊急災害対策副本部長及び緊急災害対策本部員以外の緊急災害対策本部の職員は、内閣官房若しくは内閣府その他の指定行政機関の職員又は指定地

方行政機関の長若しくはその職員のうちから、内閣総理大臣が任命する。
９ 第二十三条の四第六項後段、第七項及び第八項の規定は、緊急災害現地対策本部について準用する。

（個別避難計画の作成）
第四十九条の十四 市町村長は、地域防災計画の定めるところにより、名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに、当該避難行動要支援者について避難支

援等を実施するための計画（以下「個別避難計画」という。）を作成するよう努めなければならない。ただし、個別避難計画を作成することについて
当該避難行動要支援者の同意が得られない場合は、この限りでない。

２ 市町村長は、前項ただし書に規定する同意を得ようとするときは、当該同意に係る避難行動要支援者に対し次条第二項又は第三項の規定による同条
第一項に規定する個別避難計画情報の提供に係る事項について説明しなければならない。

３ 個別避難計画には、第四十九条の十第二項第一号から第六号までに掲げる事項のほか、避難行動要支援者に関する次に掲げる事項を記載し、又は記
録するものとする。
一 避難支援等実施者（避難支援等関係者のうち当該個別避難計画に係る避難行動要支援者について避難支援等を実施する者をいう。次条第二項にお

いて同じ。）の氏名又は名称、住所又は居所及び電話番号その他の連絡先
二 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項
三 前二号に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し市町村長が必要と認める事項

４ 市町村長は、第一項の規定による個別避難計画の作成に必要な限度で、その保有する避難行動要支援者の氏名その他の避難行動要支援者に関する
情報を、その保有に当たつて特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。

５ 市町村長は、第一項の規定による個別避難計画の作成のため必要があると認めるときは、関係都道府県知事その他の者に対して、避難行動要支援
者に関する情報の提供を求めることができる。

参考：改正後の災害対策基本法（昭和36年法律第223号）（抄）
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（個別避難計画情報の利用及び提供）
第四十九条の十五 市町村長は、避難支援等の実施に必要な限度で、前条第一項の規定により作成した個別避難計画に記載し、又は記録された情報

（以下「個別避難計画情報」という。）を、その保有に当たつて特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。
２ 市町村長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、地域防災計画の定めるところにより、避難支援等関係者に対し、個別避難

計画情報を提供するものとする。ただし、当該市町村の条例に特別の定めがある場合を除き、個別避難計画情報を提供することについて当該個別
避難計画情報に係る避難行動要支援者及び避難支援等実施者（次項、次条及び第四十九条の十七において「避難行動要支援者等」という。）の同
意が得られない場合は、この限りでない。

３ 市町村長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために特に必要が
あると認めるときは、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者その他の者に対し、個別避難計画情報を提供することができる。この
場合においては、個別避難計画情報を提供することについて当該個別避難計画情報に係る避難行動要支援者等の同意を得ることを要しない。

４ 前二項に定めるもののほか、市町村長は、個別避難計画情報に係る避難行動要支援者以外の避難行動要支援者について避難支援等が円滑かつ迅
速に実施されるよう、避難支援等関係者に対する必要な情報の提供その他の必要な配慮をするものとする。

（個別避難計画情報を提供する場合における配慮）
第四十九条の十六 市町村長は、前条第二項又は第三項の規定により個別避難計画情報を提供するときは、地域防災計画の定めるところにより、個

別避難計画情報の提供を受ける者に対して個別避難計画情報の漏えいの防止のために必要な措置を講ずるよう求めることその他の当該個別避難計
画情報に係る避難行動要支援者等及び第三者の権利利益を保護するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

（秘密保持義務）
第四十九条の十七 第四十九条の十五第二項若しくは第三項の規定により個別避難計画情報の提供を受けた者（その者が法人である場合にあつては、

その役員）若しくはその職員その他の当該個別避難計画情報を利用して避難支援等の実施に携わる者又はこれらの者であつた者は、正当な理由が
なく、当該個別避難計画情報に係る避難行動要支援者等に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

（市町村長の警報の伝達及び警告）
第五十六条
２ 市町村長は、前項の規定により必要な通知又は警告をするに当たつては、要配慮者に対して、その円滑かつ迅速な避難の確保が図られるよう必要

な情報の提供その他の必要な配慮をするものとする。

（市町村長の避難の指示等）
第六十条 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要

があると認めるときは、市町村長は、必要と認める地域の必要と認める居住者等に対し、避難のための立退きを指示することができる。
２ 前項の規定により避難のための立退きを指示する場合において、必要があると認めるときは、市町村長は、その立退き先として指定緊急避難場所

その他の避難場所を指示することができる。
３ 災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、避難のための立退きを行うことによりかえつて人の生命又は身体に危険が及ぶお

それがあり、かつ、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、市町村長は、必要と認める地域の必要と認める居住者等に対し、高所への移動、近
傍の堅固な建物への退避、屋内の屋外に面する開口部から離れた場所での待避その他の緊急に安全を確保するための措置（以下「緊急安全確保措
置」という。）を指示することができる。

４ 市町村長は、第一項の規定により避難のための立退きを指示し、若しくは立退き先を指示し、又は前項の規定により緊急安全確保措置を指示した
ときは、速やかに、その旨を都道府県知事に報告しなければならない。

参考：改正後の災害対策基本法（昭和36年法律第223号）（抄）
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（広域避難の協議等）
第六十一条の四 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生するおそれがある場合において、予想される災害の事態に照らし、第六十条第一項に規定する避

難のための立退きを指示した場合におけるその立退き先を当該市町村内の指定緊急避難場所その他の避難場所とすることが困難であり、かつ、居住者等の生命
又は身体を災害から保護するため当該居住者等を一定期間他の市町村の区域に滞在させる必要があると認めるときは、当該居住者等の受入れについて、同一都
道府県内の他の市町村の市町村長に協議することができる。

２ 市町村長は、前項の規定による協議をするときは、あらかじめ、その旨を都道府県知事に報告しなければならない。ただし、あらかじめ報告することが困難な
ときは、協議の開始の後、遅滞なく、報告することをもつて足りる。

３ 第一項の場合において、協議を受けた市町村長（以下この条において「協議先市町村長」という。）は、同項の居住者等（以下「要避難者」という。）を受け
入れないことについて正当な理由がある場合を除き、要避難者を受け入れるものとする。この場合において、協議先市町村長は、同項の規定による滞在（以下
「広域避難」という。）の用に供するため、受け入れた要避難者に対し指定緊急避難場所その他の避難場所を提供しなければならない。

４ 前項の場合において、協議先市町村長は、当該市町村の区域において要避難者を受け入れるべき避難場所を決定し、直ちに、その内容を当該避難場所を管理す
る者その他の内閣府令で定める者に通知しなければならない。

５ 協議先市町村長は、前項の規定による決定をしたときは、速やかに、その内容を第一項の規定により協議した市町村長（以下この条において「協議元市町村
長」という。）に通知しなければならない。

６ 協議元市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、その内容を公示し、及び内閣府令で定める者に通知するとともに、都道府県知事に報告
しなければならない。

７ 協議元市町村長は、広域避難の必要がなくなつたと認めるときは、速やかに、その旨を協議先市町村長及び前項の内閣府令で定める者に通知し、並びに公示す
るとともに、都道府県知事に報告しなければならない。

８ 協議先市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、その旨を第四項の内閣府令で定める者に通知しなければならない。

（都道府県外広域避難の協議等）
第六十一条の五 前条第一項に規定する場合において、市町村長は、要避難者を一定期間他の都道府県内の市町村の区域に滞在させる必要があると認めるときは、

都道府県知事に対し、当該他の都道府県の知事と当該要避難者の受入れについて協議することを求めることができる。
２ 前項の規定による要求があつたときは、都道府県知事は、要避難者の受入れについて、当該他の都道府県の知事に協議しなければならない。
３ 都道府県知事は、前項の規定による協議をするときは、あらかじめ、その旨を内閣総理大臣に報告しなければならない。ただし、あらかじめ報告することが困

難なときは、協議の開始の後、遅滞なく、報告することをもつて足りる。
４ 第二項の場合において、協議を受けた都道府県知事（以下この条において「協議先都道府県知事」という。）は、要避難者の受入れについて、関係市町村長と

協議しなければならない。
５ 前項の場合において、協議を受けた市町村長（以下この条において「都道府県外協議先市町村長」という。）は、要避難者を受け入れないことについて正当な

理由がある場合を除き、要避難者を受け入れるものとする。この場合において、都道府県外協議先市町村長は、第一項の規定による滞在（以下「都道府県外広
域避難」という。）の用に供するため、受け入れた要避難者に対し指定緊急避難場所その他の避難場所を提供しなければならない。

６ 前項の場合において、都道府県外協議先市町村長は、当該市町村の区域において要避難者を受け入れるべき避難場所を決定し、直ちに、その内容を当該避難場
所を管理する者その他の内閣府令で定める者に通知しなければならない。

７ 都道府県外協議先市町村長は、前項の規定による決定をしたときは、速やかに、その内容を協議先都道府県知事に報告しなければならない。
８ 協議先都道府県知事は、前項の規定による報告を受けたときは、速やかに、その内容を第二項の規定により協議した都道府県知事（以下この条において「協議

元都道府県知事」という。）に通知しなければならない。
９ 協議元都道府県知事は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、その内容を第一項の規定により協議することを求めた市町村長（以下この条におい

て「協議元市町村長」という。）に通知するとともに、内閣総理大臣に報告しなければならない。
10 協議元市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、その内容を公示するとともに、内閣府令で定める者に通知しなければならない。
11 協議元市町村長は、都道府県外広域避難の必要がなくなつたと認めるときは、速やかに、その旨を協議元都道府県知事に報告し、及び公示するとともに、前項

の内閣府令で定める者に通知しなければならない。
12 協議元都道府県知事は、前項の規定による報告を受けたときは、速やかに、その旨を協議先都道府県知事に通知するとともに、内閣総理大臣に報告しなければ

ならない。
13 協議先都道府県知事は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、その旨を都道府県外協議先市町村長に通知しなければならない。
14 都道府県外協議先市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、その旨を第六項の内閣府令で定める者に通知しなければならない。

参考：改正後の災害対策基本法（昭和36年法律第223号）（抄）
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（市町村長による都道府県外広域避難の協議等）
第六十一条の六 前条第一項に規定する場合において、市町村長は、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、要避難者の受入れについて、他の都

道府県内の市町村の市町村長に協議することができる。
２ 市町村長は、前項の規定による協議をするときは、あらかじめ、その旨を都道府県知事に報告しなければならない。ただし、あらかじめ報告する
ことが困難なときは、協議の開始の後、遅滞なく、報告することをもつて足りる。
３ 前項の規定による報告を受けた都道府県知事は、速やかに、その内容を内閣総理大臣に報告しなければならない。
４ 第一項の場合において、協議を受けた市町村長（以下この条において「都道府県外協議先市町村長」という。）は、同項の要避難者を受け入れな

いことについて正当な理由がある場合を除き、要避難者を受け入れるものとする。この場合において、都道府県外協議先市町村長は、都道府県外広
域避難の用に供するため、受け入れた要避難者に対し指定緊急避難場所その他の避難場所を提供しなければならない。

５ 前項の場合において、都道府県外協議先市町村長は、当該市町村の区域において要避難者を受け入れるべき避難場所を決定し、直ちに、その内容
を当該避難場所を管理する者その他の内閣府令で定める者に通知しなければならない。

６ 都道府県外協議先市町村長は、前項の規定による決定をしたときは、速やかに、その内容を第一項の規定により協議した市町村長（以下この条に
おいて「協議元市町村長」という。）に通知するとともに、都道府県知事に報告しなければならない。

７ 協議元市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、その内容を公示し、及び内閣府令で定める者に通知するとともに、都道府
県知事に報告しなければならない。

８ 前項の規定による報告を受けた都道府県知事は、速やかに、その内容を内閣総理大臣に報告しなければならない。
９ 協議元市町村長は、都道府県外広域避難の必要がなくなつたと認めるときは、速やかに、その旨を都道府県外協議先市町村長及び第七項の内閣府

令で定める者に通知し、並びに公示するとともに、都道府県知事に報告しなければならない。
10 都道府県外協議先市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、その旨を第五項の内閣府令で定める者に通知するとともに、都

道府県知事に報告しなければならない。
11 第九項の規定による報告を受けた都道府県知事は、速やかに、その内容を内閣総理大臣に報告しなければならない。

（都道府県知事及び内閣総理大臣による助言）
第六十一条の七 都道府県知事は、市町村長から求められたときは、第六十一条の四第一項の規定による協議の相手方その他広域避難に関する事項に

ついて助言をしなければならない。
２ 内閣総理大臣は、都道府県知事から求められたときは、第六十一条の五第二項の規定による協議の相手方その他都道府県外広域避難に関する事項

又は広域避難に関する事項について助言をしなければならない。

（居住者等の運送）
第六十一条の八 都道府県知事は、都道府県の地域に係る災害が発生するおそれがある場合であつて、居住者等の生命又は身体を当該災害から保護す

るため緊急の必要があると認めるときは、運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、運送すべき人並びに運送すべき場所及び期
日を示して、居住者等の運送を要請することができる。

２ 指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由がないのに前項の規定による要請に応じないときは、都道府県知事は、居住者等の生命又は身体
を災害から保護するため特に必要があると認めるときに限り、当該指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、居住者等の運送を行うべきことを指
示することができる。この場合においては、運送すべき人並びに運送すべき場所及び期日を書面で示さなければならない。

参考：改正後の災害対策基本法（昭和36年法律第223号）（抄）
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